
（単位：円）

金額 金額

【資産の部】 【負債の部】

固定資産 92,941,470,779 固定負債 37,072,896,584

有形固定資産 85,100,259,494 地方債 23,976,178,412

事業用資産 30,735,999,581 長期未払金 0

土地 15,220,574,029 退職手当引当金 1,701,520,000

立木竹 333,255,897 損失補償等引当金 0

建物 29,427,826,192 その他 11,395,198,172

建物減価償却累計額 △ 17,007,161,075 流動負債 2,525,432,664

工作物 4,816,544,616 1年内償還予定地方債 2,098,658,090

工作物減価償却累計額 △ 2,096,191,078 未払金 63,162,902

船舶 0 未払費用 0

船舶減価償却累計額 0 前受金 0

浮標等 0 前受収益 0

浮標等減価償却累計額 0 賞与等引当金 152,706,061

航空機 0 預り金 161,429,741

航空機減価償却累計額 0 その他 49,475,870

その他 41,151,000 39,598,329,248

その他減価償却累計額 0 【純資産の部】

建設仮勘定 0 固定資産等形成分 95,284,091,002

インフラ資産 54,012,452,548 余剰分（不足分） △ 36,567,090,996

土地 8,074,091,907 他団体出資等分 0

建物 743,312,870

建物減価償却累計額 △ 532,286,819

工作物 78,514,032,849

工作物減価償却累計額 △ 32,946,368,128

その他 363,924

その他減価償却累計額 0

建設仮勘定 159,305,945

物品 1,349,167,443

物品減価償却累計額 △ 997,360,078

無形固定資産 790,824,126

ソフトウェア 25,884,316

その他 764,939,810

投資その他の資産 7,050,387,159

投資及び出資金 8,030,111,846

有価証券 122,061,846

出資金 7,908,050,000

その他 0

投資損失引当金 △ 4,089,482,962

長期延滞債権 296,164,106

長期貸付金 27,544,660

基金 2,824,539,036

減債基金 157,246,000

その他 2,667,293,036

その他 0

徴収不能引当金 △ 38,489,527

流動資産 5,373,858,475

現金預金 2,887,958,277

未収金 192,733,735

短期貸付金 0

基金 2,322,455,081

財政調整基金 2,122,287,197

減債基金 200,167,884

棚卸資産 3,113,110

その他 0

徴収不能引当金 △ 32,401,728

繰延資産 0 58,717,000,006

98,315,329,254 98,315,329,254

純資産合計

資産合計 負債及び純資産合計

負債合計

【様式第１号】

全体貸借対照表
（令和04年03月31日現在）

科目 科目



（単位：円）

金額

経常費用 22,833,499,349

業務費用 10,355,047,681

人件費 2,472,183,526

職員給与費 1,881,011,582

賞与等引当金繰入額 148,244,231

退職手当引当金繰入額 0

その他 442,927,713

物件費等 7,559,945,330

物件費 4,296,389,764

維持補修費 336,948,020

減価償却費 2,926,607,546

その他 0

その他の業務費用 322,918,825

支払利息 205,825,817

徴収不能引当金繰入額 33,023,660

その他 84,069,348

移転費用 12,478,451,668

補助金等 11,620,727,964

社会保障給付 856,756,322

他会計への繰出金 0

その他 967,382

経常収益 2,279,377,091

使用料及び手数料 1,882,362,260

その他 397,014,831

純経常行政コスト 20,554,122,258

臨時損失 422,348,924

災害復旧事業費 0

資産除売却損 72,540

投資損失引当金繰入額 418,216,962

損失補償等引当金繰入額 0

その他 4,059,422

臨時利益 26,617,673

資産売却益 0

その他 26,617,673

純行政コスト 20,949,853,509

【様式第２号】

科目

全体行政コスト計算書
（自　令和03年04月01日）

（至　令和04年03月31日）



（単位：円）

固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）

他団体出資等分

前年度末純資産残高 53,885,096,598 90,142,950,619 △ 36,257,854,021 0

純行政コスト（△） △ 20,949,853,509 △ 20,949,853,509 0

財源 21,666,837,711 21,666,837,711 0

税収等 13,220,548,837 13,220,548,837 0

国県等補助金 8,446,288,874 8,446,288,874 0

本年度差額 716,984,202 716,984,202 0

固定資産等の変動（内部変動） 1,193,873,433 △ 1,193,873,433

有形固定資産等の増加 3,376,554,836 △ 3,376,554,836

有形固定資産等の減少 △ 3,035,075,050 3,035,075,050

貸付金・基金等の増加 1,961,149,509 △ 1,961,149,509

貸付金・基金等の減少 △ 1,108,755,862 1,108,755,862

資産評価差額 500,031 500,031

無償所管換等 4,081,573,175 4,081,573,175

他団体出資等分の増加 0 0

他団体出資等分の減少 0 0

比例連結割合変更に伴う差額 0 0

その他 32,846,000 △ 134,806,256 167,652,256

本年度純資産変動額 4,831,903,408 5,141,140,383 △ 309,236,975 0

本年度末純資産残高 58,717,000,006 95,284,091,002 △ 36,567,090,996 0

【様式第３号】

全体純資産変動計算書
（自　令和03年04月01日）

（至　令和04年03月31日）

科目 合計



（単位：円）

金額
【業務活動収支】

業務支出 19,889,383,140
業務費用支出 7,410,931,472

人件費支出 2,477,318,933
物件費等支出 4,647,620,631
支払利息支出 205,825,817
その他の支出 80,166,091

移転費用支出 12,478,451,668
補助金等支出 11,620,727,964
社会保障給付支出 856,756,322
他会計への繰出支出 0
その他の支出 967,382

業務収入 23,263,148,591
税収等収入 13,022,509,577
国県等補助金収入 7,960,959,358
使用料及び手数料収入 1,894,118,862
その他の収入 385,560,794

臨時支出 31,681
災害復旧事業費支出 0
その他の支出 31,681

臨時収入 17,475,000
業務活動収支 3,391,208,770
【投資活動収支】

投資活動支出 5,213,021,221
公共施設等整備費支出 3,260,271,456
基金積立金支出 1,657,073,765
投資及び出資金支出 235,676,000
貸付金支出 60,000,000
その他の支出 0

投資活動収入 1,516,918,049
国県等補助金収入 545,753,273
基金取崩収入 623,737,844
貸付金元金回収収入 66,290,204
資産売却収入 4,142,500
その他の収入 276,994,228

投資活動収支 △ 3,696,103,172
【財務活動収支】

財務活動支出 2,100,255,293
地方債償還支出 2,100,255,293
その他の支出 0

財務活動収入 2,560,746,000
地方債発行収入 2,527,900,000
その他の収入 32,846,000

財務活動収支 460,490,707
155,596,305

2,570,932,231
0

2,726,528,536

前年度末歳計外現金残高 155,199,901
本年度歳計外現金増減額 6,229,840
本年度末歳計外現金残高 161,429,741
本年度末現金預金残高 2,887,958,277

本年度資金収支額
前年度末資金残高

本年度末資金残高

【様式第４号】

全体資金収支計算書
（自　令和03年04月01日）

（至　令和04年03月31日）

科目

比例連結割合変更に伴う差額



全体財務書類 注記

１．重要な会計方針
(1)　有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法
　① 有形固定資産･･････････････････････････････取得原価
　　　ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。
　　ア 昭和59年度以前に取得したもの････････････再調達原価
　　　ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額1円としています。
　　イ 昭和60年度以後に取得したもの
　　　取得原価が判明しているもの･･･････････････取得原価
　　　取得原価が不明なもの･････････････････････再調達原価
　　ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額1円としています。
　② 無形固定資産･･････････････････････････････取得原価
　　ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。
　　取得原価が判明しているもの･････････････････取得原価
　　取得原価が不明なもの･･･････････････････････再調達原価
　なお、地方公営企業法が適用される会計については、地方公営企業会計基準によります。

(2)　有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法
　① 満期保有目的有価証券･･････････････････････償却原価法（定額法）
　② 満期保有目的以外の有価証券
　　ア 市場価格のあるもの･･････････････････････会計年度末における市場価格
　　（売却原価は移動平均法により算定）
　　イ 市場価格のないもの･･････････････････････取得原価
　③ 出資金
　　ア 市場価格のあるもの･･････････････････････会計年度末における市場価格
　　（売却原価は移動平均法により算定）
　　イ 市場価格のないもの･･････････････････････出資金額

(3)　棚卸資産の評価基準及び評価方法
　　個別法による低価法

(4)　有形固定資産等の減価償却の方法
　① 有形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法
　　　なお、主な耐用年数は以下のとおりです。
　　　建物 10年～50年
　　　工作物 9年～60年
　　　物品 2年～10年
　② 無形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法
　　（ソフトウェアについては、当市における見込利用期間（5年）に基づく定額法）
　③ リース資産
　　ア 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　　･･････････自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法
　　イ 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　　･･････････リース期間を耐用年数とし、残存価値をゼロとする定額法

(5)　引当金の計上基準及び算定方法
　① 投資損失引当金

　市場価格のない投資及び出資金のうち、連結対象団体（会計）に対するものについて、
実質価額が著しく低下した場合における実質価額と取得価額との差額を計上しています。

　② 徴収不能引当金
　未収金については、過去５年間の平均不納欠損率により（又は個別に改修可能性を検討
し）、徴収不能見込額を計上しています。
長期延滞債権については、過去５年間の平均不納欠損率により（又は個別に改修可能性を
検討し）、徴収不能見込額を計上しています。
長期貸付金については、個別に改修可能性を検討し、徴収不能見込額を計上しています。
　ただし、一部の対象団体においては、法人税法に規定する法定繰入率に基づく繰入限度
額によっています。

　③ 退職手当引当金
　　　期末自己都合要支給額を計上しています。
　④ 損失補償等引当金



　履行すべき額が確定していない損失補償債務等のうち、地方公共団体の財政の健全化に
関する法律に規定する将来負担比率の算定に含めた将来負担額を計上しています。

　⑤ 賞与等引当金
　翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見
込額について、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。

(6)　リース取引の処理方法
　① ファイナンス・リース取引
　　　通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。
　② オペレーティング・リース取引
　　　通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

(7)　全体資金収支計算書における資金の範囲
　現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物（容易に換金可能であり、かつ、価値
変動が僅少なもので、６ヶ月以内に満期日が到来する流動性の高い投資をいいます。ただ
し、一般会計等においては、当市資金管理方針において、歳計現金等の保管方法として規
定した預金等をいいます。）
　なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払
いを含んでいます。

(8)　採用した消費税等の会計処理
　消費税等の会計処理は、税込方式によっています。
　ただし、水道事業会計については、税抜方式によっています。

２．重要な会計方針の変更等
(1)　会計方針の変更
　　重要な会計方針の変更はありません。

(2)　表示方法の変更
　　重要な表示方法の変更はありません。

(3)　資金収支計算書における資金の範囲を変更
　　重要な資金の範囲の変更はありません。

３．重要な後発事象
(1)　主要な業務の改廃
　　主要な業務の改廃はありません。

(2)　組織・機構の大幅な変更
　　組織・機構の大幅な変更はありません。

(3)　地方財政制度の大幅な改正
　　地方財政制度の大幅な改正はありません。

(4)　重大な災害等の発生
　　重要な災害等の発生はありません。

(5)　その他重要な後発事象
　　その他重要な後発事象はありません。

４．偶発債務
(1)　保証債務及び損失補償債務負担の状況

中小企業振興金融融資保証債務残高　205,205千円
但し、当町の損失補償割合は、責任共有制度の負担金方式を選択した金融機関分にあって
は、80%を乗じた上、60%を乗じて得た金額です。）

(2)　係争中の訴訟等
重要な係争中の訴訟はありません。

(3)　その他主要な偶発債務
その他主要な偶発債務はありません。

５．追加情報



(1)　対象団体（会計）の一覧、連結の方法及び対象と判断した理由
　① 全部財務書類の対象範囲は次のとおりです。

特別会計　　　国民健康保険特別会計
　　　　　　　介護保険特別会計
　　　　　　　後期高齢者医療特別会計
公営企業会計　水道事業会計
　　　　　　　下水道事業会計

　②　特別会計、地方公営企業会計は、すべて全部連結の対象としています。

(2)　出納整理期間
　地方自治法第235条の5に基づき、出納整理期間を設けられている会計においては、出納
整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としてい
ます。
　なお、出納整理期間を設けていない団体（会計）と出納整理期間を設けている団体（会
計）との間で、出納整理期間に現金の受払い等があった場合は、現金の受払い等が終了し
たものとして調整しています。

(3)　表示単位未満の取扱い
千円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。

(4)　売却可能資産の範囲及び内訳は、次のとおりです。
　① 売却可能資産の範囲及び内訳は、次のとおりです。
　　ア 範囲
　　　　売却予定とされている公共資産
　　イ 内訳
　　　　該当なし
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